
県土マネジメント部建築工事検査要領  （目的） 第１条 県土マネジメント部が発注する建築工事（設備工事及び技術管理課長が特に必要と認めた工事を含む。以下「建築工事」という。）の請負契約の適正な履行を確保し、給付の完了の確認をするため、地方自治法第２３４条の２第１項に規定する検査の実施に関する事務の取扱については地方自治法施行令、奈良県契約規則その他別に定めがあるもののほか、この要領に定めるところによる。  （用語の定義） 第２条 この要領において次の各号に掲げる用語は、それぞれ各号に定めるところによる。 （１）検査とは、建築工事が請負契約に係る設計図、仕様書その他契約関係図書（以下「設計図書」という。）に定められたとおりに履行されたかどうかの確認を行うことをいい完成検査、完済部分検査、部分使用検査、中間技術検査及び既済部分検査をいう。 （２）完成検査とは、請負契約書第３２条に規定する工事の完成を確認するための検査をいう。 （３）完済部分検査とは、請負契約書第３９条に規定する指定した部分の工事が完了したことを確認するための検査をいう。 （４）部分使用検査とは、請負契約書第３４条に規定する工事の完成引渡し前に使用する部分を確認するための検査をいう。 （５）中間技術検査とは、工事の施工途中において当該工事の進捗、実施状況等を確認するための検査をいう。 （６）既済部分検査とは、請負契約書第３８条に規定する工事の完成前に代価の一部を支払う必要がある場合及び請負契約書第５３条に規定する工事の完成前に契約を解除された場合において、工事の出来形部分を確認するための検査をいう。 （７）検査員とは、地方自治法第２３４条の２第１項の検査を行うため任命をうけた職員をいう。  （検査員の任命） 第３条 検査員は、県土マネジメント部に所属する検査員資格を有する者のうちから知事が任命する。 ２ 検査員に任命された職員にあっては、知事がその身分を示す証明書を発行する。 ３ 第１項の検査員資格を有する者について必要な事項は別に定める。  （検査の区分） 第４条 検査は、次の各号に掲げる区分により、当該各号に定める検査員が行う。 （１）一件の当初設計額が５００万円（設備工事にあっては２，３００万円）以上の工事（以下「技術管理課検査」という。）。 技術管理課長が命ずる者。 （２）一件の当初設計額が５００万円（設備工事にあっては２，３００万円）未満の工事。 事業課（室）の長又は県土マネジメント部各出先機関の長（以下、「所属長」という。）



がその配下の検査員のうちから命ずる者。 ２ 検査員は、当該工事の監督員以外の者でなければならない。 ３ 検査は、原則として２名以上の検査員によって行わなければならない。  （検査の時期） 第５条 検査は、次に定める場合に行う。 （１）完成検査は、当該工事の受注者から完成通知書の提出があった場合に行う。 なお、技術管理課検査にあっては、当該工事を発注した部署から完成通知書を添付した完成検査請求書（第７号様式）の提出があったときに行う。 （２）完済部分検査は、当該工事の受注者から指定した部分の指定部分完成通知書の提出があった場合に行う。なお、技術管理課検査にあっては当該工事を発注した部署から指定した部分の指定部分完成通知書を添付した完済部分検査請求書（第８号様式）の提出があったときに行う。 （３）部分使用検査は、当該工事の一部分を使用しようとする場合であって当該工事の受注者の使用同意承諾を得たときに行う。なお、技術管理課検査にあっては、当該工事を発注した部署から使用同意書等を添付した部分使用検査請求書（第９号様式）の提出があったときに行う。 （４）既済部分検査は、当該工事の受注者より請負工事既済部分検査請求書の提出があり、部分払いを行う場合及び工事の完成前に契約を解除された場合に行う。 なお、技術管理課検査にあっては、当該工事を発注した部署から既済部分検査請求書（第１０号様式）の提出があったとき、又は工事の完成前に契約を解除された場合において、工事の出来形部分を確認するときに行う。  （５）中間技術検査は、県土マネジメント部建築工事の監督及び検査の実施に関する取扱い要領（昭和６２年３月３日付け技号外）第３章第４に規定する中間技術検査の時期等である場合に行う。 なお、技術管理課検査にあたっては、当該工事を発注した部署から中間技術検査請求書（第１１号様式）の提出があったときに行う。  （検査の通知） 第６条 技術管理課長は、前条に基づき検査の請求を受け、検査を実施しようとするときは、検査実施通知書（第１号様式）により、当該工事を発注した所属長に通知する。 ２ 前項により通知を受け、検査を実施しようとするときは、当該工事を発注した所属長は受注者に検査日時等の必要事項を通知する。  （検査の方法及び基準） 第７条 検査は、建築工事技術検査基準（平成３年４月１日付け技第７号）及び建築工事検査指針（平成３年４月１日付け技第７号）に基づいて行う。  （検査の立会い） 第８条 検査には、それぞれ次の者が原則として立会いをしなければならない。 （１）完成検査・完済部分検査は、受注者又は現場代理人、主任技術者（監理技術者）、



総括監督員、主任監督員及び一般監督員。 （２）部分使用検査・既済部分検査・中間技術検査は、受注者又は現場代理人、主任技術者（監理技術者）、総括監督員又は主任監督員及び一般監督員。  （説明等の要求） 第９条 検査員は、当該工事の監督員及び受注者から、検査に必要な設計図書の提示及び検査に必要な事項の説明を求めることができる。 ２ 監督員及び受注者は、前項の規定により検査員から設計図書の提示又は説明を求められた場合は、検査員の求めに応じなければならない。  （工事の手直し指示等） 第１０条 検査員は、検査を実施した結果、手直しの必要がある場合には手直し工事指示書（第２号様式）により期間を定めて工事の手直しを指示しなければならない。 なお、手直しの部分が重大な場合その他必要と認められるものについては、総括監督員若しくは主任監督員と協議のうえ、すみやかに手直し工事を指示する。 ２ 検査員は、前項に基づく手直しを指示した場合は、手直し工事指示報告書（第３号様式）により検査命令者に報告しなければならない。 ３ 検査員は、修補が必要と認められる事項又は緊急を要する事項については、検査記録表[指示・報告]（建築及び設備工事監督・検査事務処理様式集（平成１５年６月１９日付け技第４５号）様式３９）により必要な措置を指示することができる。  （手直し等の再検査） 第１１条 検査員は、前条第１項に基づく手直し指示による工事が完了し、手直し工事完了届（第４号様式）の提出があったときは手直し検査を行う。 ２ 検査員は、前項に基づく手直し検査を行った場合は、手直し工事指示報告書（第５号様式）により検査命令者に報告しなければならない。  （検査の中止） 第１２条 検査員は検査の実施にあたり、次の各号のいずれかに該当するときは、検査を中止し、直ちに検査命令者に報告して、その指示を受けなければならない。 （１）受注者、現場代理人、主任技術者（監理技術者）又はその使用人その他の者が検査の実施を妨害し、又は検査員の指示に従わず検査の実施が困難なとき。 （２）検査を実施することが不適当と認められるとき。 ２ 検査命令者は前項各号に該当する事実があると認めたときは、適切な措置を講ずるよう当該工事を発注した所属長に求めることができる。  （検査結果の報告） 第１３条 検査員が検査を完了したときは、当該検査の結果についての報告は次の各号のとおりとする。 ただし、一件の当初設計金額が５００万円未満の場合の検査結果の報告については、完成検査書（第６号様式）により、当該工事を発注した所属長に行う。 なお報告の際は検査記録表及び検査状況写真を添付する。 



（１）完成検査 完成検査報告書（第１２号様式）により技術管理課長に報告する。 また県土マネジメント部建築工事成績評定要領（平成８年１２月１８日付け技第６９号）第６の定めによる報告を併せて行う。 （２）完済部分検査 完済部分検査報告書（第１３号様式）により技術管理課長に報告する。 また県土マネジメント部建築工事成績評定要領（平成８年１２月１８日付け技第６９号）第６の定めによる報告を併せて行う。 （３）部分使用検査 県土マネジメント部建築工事成績評定要領（平成８年１２月１８日付け技第６９号）第６の定めにより、技術管理課長に報告する。 （４）既済部分検査 既済部分検査報告書（第１４号様式）により、技術管理課長に報告する。 （５）中間技術検査 県土マネジメント部建築工事成績評定要領（平成８年１２月１８日付け技第６９号）第６の定めにより、技術管理課長に報告する。  附 則  （施行期日）   平成 ２年 ４月 １日施行  （平成 ２年 ４月 １日 技第  ５号）   平成１０年 ４月 １日改正施行（平成１０年 ２月 ６日 技第１２１号）   平成１３年 ５月 １日改正施行（平成１３年 ４月２５日 技第 ２５号）   平成１４年１１月 １日改正施行（平成１４年１０月１６日 技第１３１号）   平成１６年 ５月 １日改正施行（平成１６年 ４月３０日 技第 ３３号）   平成１８年 ４月 １日改正施行（平成１８年 ３月３１日 技第１８７号）   平成２０年 ７月 １日改正施行（平成２０月 ６月３０日 技第 ９７号）   平成２３年 ４月 １日改正施行（平成２３月 ４月 １日 技第  ８号）   平成２５年 ４月 １日改正施行（平成２５月 ４月 １日 技第  ２号）   平成２８年 ８月 １日改正施行（平成２８年 ７月 ８日 技第 ７７号）   平成２９年 ８月１７日改正施行（平成２９年 ８月１７日 技第１３０号）   平成３０年１２月 １日改正施行（平成３０年１１月２９日 技第２１６号）   平成３１年 ４月 １日改正施行（平成３１年 ３月２７日 技第３２１号）   令和 ２年 １月 １日改正施行（令和 元年１２月１９日 技第２３１号）   令和 ３年 ２月 １日改正施行（令和 ３年 １月２０日 技第２２４号）   令和 ７年 ６月 １日改正施行（令和 ７年 ５月３０日 技第 ５９号） 


